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道内景気は緩やかに回復している。生産活動は基調として持ち直しの動きが続いている。

需要面をみると、個人消費は、大型小売店販売額が前年を上回り、新車販売台数の回復が続

くなど、緩やかに持ち直している。住宅投資・設備投資・公共投資は、持ち直しの基調が続

いている。輸出は前年を下回っている。観光は、外国人入国者数、来道者数とも好調を維持

している。

雇用情勢は有効求人倍率の改善が続いている。企業倒産は件数が前年を下回った。消費者

物価は、７か月連続で前年を上回っている。

現状判断DI（北海道）
先行き判断DI（北海道）

現状判断DI（全国）
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１．景気の現状判断DI～２か月ぶりに上昇

景気ウォッチャー調査
（季節調整値）

（資料：内閣府）
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２．鉱工業生産～２か月連続で低下

鉱工業生産・出荷・在庫指数
（季節調整済指数）

（資料：北海道経済産業局）

景気ウォッチャー調査による、７月の景気

の現状判断DI（北海道）は前月を１．３ポイン

ト上回る５０．６となり、２か月ぶりに上昇し

た。また、横ばいを示す５０を２か月ぶりに上

回った。

景気の先行き判断DI（北海道）は、前月

を１．８ポイント下回る４８．８となり、横ばいを

示す５０を２か月ぶりに下回った。

６月の鉱工業生産指数は９６．６（季節調整済

指数、前月比▲１．５％）と２か月連続で低下

した。前年比（原指数）では＋１．５％と８か

月連続の上昇であった。

業種別では、鉄鋼業等の１０業種が前月比低

下、石油・石炭製品工業等の５業種が前月比

上昇となった。

道内経済の動き

― １ ― ほくよう調査レポート ２０１７年９月号
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３．百貨店等販売額～２か月ぶりに増加

百貨店等販売額（前年比）

（資料：北海道経済産業局）

軽乗用車小型車 前年比（右目盛）普通車
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４．乗用車新車登録台数～１１か月連続で増加

乗用車新車登録台数

（資料：�日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会）

その他プロサッカー 総来場者（前年比、右目盛）プロ野球

千人 ％
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５．札幌ドーム来場者～３か月連続で増加

札幌ドーム 来場者数

（資料：�札幌ドーム）

６月の百貨店・スーパー販売額（全店ベー

ス、前年比＋０．５％）は、２か月ぶりに前年

を上回った。

百貨店（前年比▲２．２％）は、衣料品、身

の回り品、飲食料品、その他の全ての品目で

前年を下回った。スーパー（同＋１．２％）

は、飲食料品が前年を上回った。

コンビニエンスストア（前年比＋３．１％）

は、４５か月連続で前年を上回った。

６月の乗用車新車登録台数は、１９，２９９台

（前年比＋１５．１％）と１１か月連続で前年を上

回った。車種別では普通車（同＋２．６％）、小

型車（同＋１７．６％）、軽乗用車（同＋３０．７％）

と全車種で前年を上回った。

１～６月累計では、１００，７１０台（前年比

＋１１．１％）と前年を上回っている。普通車

（同＋７．１％）、小型車（同＋１７．８％）、軽乗用

車（同＋８．４％）といずれも前年を上回って

いる。

６月の札幌ドームへの来場者数は、３７０千

人（前年比＋６．５％）と３か月連続で前年を

上回った。内訳は、プロ野球が３００千人

（同＋１４．３％）、プロサッカーが１８千人（同

▲４８．３％）、その他が５３千人（同▲３．３％）

だった。

１試合あたりの来場者数は、プロ野球が

２９，９７５人（同＋１４．３％）、プロサッカーが

８，９１８人（同▲２２．５％）だった。

道内経済の動き
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持家 貸家 給与 前年比（右目盛）分譲
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６．住宅投資～２か月連続で減少

住宅着工戸数

（資料：国土交通省）
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前年比（右目盛）

７．建築物着工床面積～３か月ぶりに減少

民間非居住用建築物（着工床面積）

（資料：国土交通省）
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請負金額 前年比（右目盛）
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８．公共投資～３か月ぶりに減少

公共工事請負金額

（資料：北海道建設業信用保証�ほか２社）

６月の住宅着工数は、３，４１２戸（前年比

▲１．３％）と２か月連続で前年を下回った。

利用関係別では、持家（同＋３．６％）、貸家

（同▲６．４％）、給与（同＋３１０．７％）、分譲

（同▲１８．８％）と持家・給与を除いては減少

した。

１～６月累計では、１７，１７８戸（前年比

＋６．６％）と前年を上回っている。利用関係

別では、持家（同＋２．１％）、貸家（同

＋７．１％）、給与（１１６．５％）、分譲（同

＋１０．０％）と全項目で増加している。

６月の民間非居住用建築物着工面積は、

２５４，６０８㎡（前年比▲４．０％）と３か月ぶりに

前年を下回った。業種別では、製造業（同

▲１９．５％）、非製造業（同▲０．４％）がいずれ

も前年を下回った。

１～６月累計では、９００，２７８㎡（前年比

＋３．５％）と前年を上回っている。業種別で

は、製造業（同▲３３．３％）が前年を下回って

いるが、非製造業（同＋１０．７％）が前年を上

回っている。

７月の公共工事請負金額は、９４９億円（前

年比▲２．１％）と３か月ぶりに前年を下回っ

た。発注者別では、国（同▲８．６％）、市町村

（同▲１．０％）、その他（同▲３４．０％）が前年

を下回ったが、独立行政法人（同＋１８６．０％）、

北海道（同＋６．９％）、地方公社（同＋２２６．１％）

が前年を上回った。

４～７月累計では、請負金額５，３４２億円

（前年比＋７．４％）と前年を上回っている。

道内経済の動き
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航空機 ＪＲ フェリー 前年比（右目盛）
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９．来道客数～６か月連続で増加

来道客数

（資料：�北海道観光振興機構）
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１０．外国人入国者数～１３か月連続で増加

外国人入国者数

（資料：法務省入国管理局）
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１１．貿易動向～輸出は２か月連続の減少

貿易動向

（資料：函館税関）

６月の国内輸送機関利用による来道客数

は、１，１９２千人（前年比＋２．１％）と６か月連

続で前年を上回った。輸送機関別では、JR

（同▲２１．７％）が前年を下回ったが、航空機

（同＋４．９％）とフェリー（同＋５．６％）が前

年を上回った。

１～６月累計では、６，２７６千人と前年を

３．２％上回っている。

６月の道内空港・港湾への外国人入国者数

は、１１６，２７９人（前年比＋２１．０％）と１３か月

連続で前年を上回った。１～６月累計では、

７４１，６４３人（同＋１７．６％）と前年を上回って

いる。

空港・港湾別では、新千歳空港が１０７，２６３

人（前年比＋３５．０％）、函館空港が７，６２５人

（同＋０．３％）、旭川空港が９６７人（同▲８１．５％）

だった。

６月の貿易額は、輸出が前年比４．２％減の

２９９億円、輸入が同３８．２％増の８１８億円だっ

た。

輸出は、自動車の部分品、鉄鋼くず、魚介

類・同調製品などが減少した。

輸入は、石油製品、原油・粗油、石炭など

が増加した。

輸出は、１～６月累計では１，９５７億円（前

年比＋１．２％）と前年を上回っている。

道内経済の動き
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有効求人倍率 新規求人数（右目盛）
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１２．雇用情勢～改善が進んでいる

有効求人倍率（常用）、新規求人数（前年比）

（資料：北海道労働局）
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１３．倒産動向～件数は３か月ぶりに前年を下回る

企業倒産（負債総額１千万円以上）

（資料：�東京商工リサーチ）

生鮮食品除く総合（前年比・右目盛）
総合
生鮮食品除く総合

食品およびエネルギー除く総合

％

698.0

99.0

100.0

102.0

101.0

2.0

-2.0

-1.0

0.0

1.0

543229/112111098728/6

平成27年
＝100.0

１４．消費者物価指数～７か月連続で前年を上回る

消費者物価指数

（資料：総務省、北海道）

６月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は、１．０４倍（前年比＋０．０５ポイント）と８９か

月連続で前年を上回った。

新規求人数は、前年比０．７％増加し２か月

連続で前年を上回った。業種別では、建設業

（＋９．１％）、運輸業・郵便業（同＋１０．５％）

などが前年を上回ったが、サービス業（同

▲１２．３％）、宿泊業・飲食サービス業（同

▲３．０％）などが減少した。

７月の企業倒産は、件数が２３件（前年比

▲２３．３％）、負債総額が６０億円（同＋２８２．０％）

だった。件数は３か月ぶりに前年を下回っ

た。負債総額は２か月連続で前年を上回っ

た。

業種別では、サービス・他が１０件、建設業

および卸売業が各３件などとなった。

６月の消費者物価指数（生鮮食品を除く総

合指数）は、１００．６（前月比＋０．２％）と４か

月連続増加した。前年比は＋１．１％と、７か

月連続で前年を上回った。

生活関連重要用品等の価格について、６月

の動向をみると、食料品・日用雑貨等の価格

は概ね安定して推移している。石油製品の価

格も、概ね安定して推移している。

道内経済の動き
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Ⅰ．道内景気

１．現状判断
道内景気の現状は、景気判断DI（「回

復しているとした企業の割合」－「悪化
しているとした企業の割合」）が＋６と
２年ぶりにプラス水準となった。前年比
でも２３ポイント上昇するなど道内景気は
緩やかに回復している。
２．先行き（回復時期）
道内景気が回復する時期は「平成２９年
中」が最多を占めた。
３．先行き懸念材料（複数回答）
道内景気の先行き懸念材料は「個人消

費の動向」（５７％）、「国内景気の動向」
（５２％）、「原材料価格の動向」（４６％）の
順となった。前年比では「雇用の動向」
が１４ポイント、「原材料価格の動向」が
７ポイント上昇した。

Ⅱ．賃金の動向

前年に比べ、定期給与（基本給・諸手
当等）を引き上げ・引き上げ予定の企業
（７３％）は１ポイント、特別給与（賞与
・期末手当等）を引き上げ・引き上げ予
定の企業（２５％）は３ポイント上昇し
た。

特別調査

道内景気は緩やかに回復。７割超が定期給与を引き上げ
道内景気と賃金の動向について

〈図表１〉景気判断DIの推移

〈図表２〉賃金の引上げ推移
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1 道内景気の現状と先行きについて

〈図表４〉道内景気の現状（n=416）
（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�回復している １８ １６ ９ １０ ２５ １７ １８ ２６ １９ １４ ９ １９ １５

（急速に回復） （－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）

（緩やかに回復） （１８）（１６）（９）（１０）（２５）（１７）（１８）（２６）（１９）（１４）（９）（１９）（１５）

�横ばい状態 ７０ ６７ ７６ ６１ ６４ ６６ ７２ ６１ ７０ ７２ ８５ ８１ ７８

�悪化している １２ １７ １５ ２９ １１ １７ １０ １３ １１ １４ ６ － ７

（緩やかに悪化） （１２）（１７）（１５）（２９）（１１）（１７）（１０）（１３）（９）（１４）（６）（－）（７）

（急速に悪化） （－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（２）（－）（－）（－）（－）

景気判断DI�－� ６ △１ △６ △１９ １４ ０ ８ １３ ８ ０ ３ １９ ８

前年同時期 景気判断DI △１７ △１７ △２６ △２４ △８ △１３ △１７ △１７ △２６ △２３ △４ △６ △１０

〈図表５〉道内景気の回復時期（n=358）
（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�平成２９年 ４４ ４２ ３４ ４７ ５０ ３１ ４５ ４７ ５２ ４７ ４１ ４３ ３８

（６月以前） （２０）（２０）（１４）（１１）（３１）（１９）（２１）（２０）（１５）（２０）（２２）（２１）（２６）

（７～９月） （１０）（１１）（７）（２１）（１６）（－）（９）（１１）（１３）（４）（１１）（１４）（４）

（１０～１２月） （１４）（１０）（１４）（１６）（３）（１３）（１６）（１６）（２３）（２２）（７）（７）（８）

�平成３０年 １９ ２４ ３１ ２１ １６ ３１ １７ １４ １９ ２０ ２６ １４ １２

（１～３月） （３）（２）（７）（－）（－）（－）（３）（１）（４）（６）（－）（７）（２）

（４～６月） （１１）（１３）（１４）（５）（１３）（１９）（１０）（１０）（１２）（６）（１５）（７）（１０）

（７～９月） （４）（７）（１０）（１６）（３）（－）（３）（３）（４）（４）（７）（－）（－）

（１０～１２月） （１）（２）（－）（－）（－）（１３）（１）（－）（－）（４）（４）（－）（－）

�平成３１年１月以降 ３７ ３４ ３４ ３２ ３４ ３８ ３７ ３９ ２９ ３３ ３３ ４３ ５０

〈図表３〉項目別の要点

（項 目） 要 点

�現状判断 景気判断DI（＋６）はホテル・旅館業（＋１９）、鉄鋼・金属製品・機械（＋１４）、建
設業（＋１３）など５業種がプラスに転じた。また、全産業で前年を上回った。

�先行き（回復時期）「平成２９年中」とみる企業は、鉄鋼・金属製品・機械（５０％）、卸売業（５２％）が半数以上となった。８業種で「平成２９年中」が最多となった。

※四捨五入の関係により合計が合わない場合がある。

特別調査

― ７ ― ほくよう調査レポート ２０１７年９月号

ｏ．２５４（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／００６～０１１　特別調査  2017.08.08 17.23.15  Page 7 



⑴　個人消費の動向

0

20

40

60

80

H29H28H27H26H25H24H23

（％）

636363
5656 5757 6060 6161 5858 5757
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⑵　国内景気の動向
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⑷　公共投資の動向
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⑹　原油価格の動向
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〈図表６〉景気先行きの懸念材料（上位６項目）の要点

（項 目） 前年比 要 点

�個人消費の動向（５７％） △１ ホテル・旅館業（９４％）、食料品製造業（８３％）、小売業（８２％）が８割以上。

�国内景気の動向（５２％） △１０ ５年ぶりに前年を下回る。木材・木製品、ホテル・旅館業を除きウェイト低下。

�原材料価格の動向（４６％） ＋７ 製造業（６８％）が８ポイント、非製造業（３８％）が６ポイントそれぞれ上昇。

�公共投資の動向（４３％） △５ 公共投資の依存度が高い建設業（６９％）が１位。

�雇用の動向（４２％） ＋１４ ホテル・旅館業（５６％）、食料品製造業（５３％）など８業種でウェイト高まる。

�原油価格の動向（３８％） △４ 運輸業（８４％）で１位と５ポイント上昇。

景気先行きの懸念材料

〈図表７〉景気先行きの懸念材料（上位６項目）の推移

※「原材料価格の動向」は平成２６年から調査項目に追加。

特別調査
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〈図表８〉景気先行きの懸念材料（複数回答）（n=417）
（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�個人消費の動向
① ③ ① ③ ① ① ① ② ① ②
５７ ５２ ８３ ３３ ３７ ３９ ５８ ３７ ５７ ８２ ６５ ９４ ５４
（５８）（５３）（８０）（５０）（３０）（５０）（６０）（３７）（６３）（８７）（４３）（８２）（６６）

�国内景気の動向
② ② ③ ② ② ② ② ③ ② ①
５２ ５４ ５８ ５２ ６０ ３３ ５２ ５５ ５１ ４１ ４８ ５６ ５９
（６２）（６５）（６９）（４４）（６８）（６７）（６０）（６２）（５７）（５６）（７５）（５３）（６２）

�原材料価格の動向
③ ① ② ① ① ① ③ ②
４６ ６８ ８１ ６２ ６６ ５６ ３８ ３９ ５４ ３０ ２９ ４４ ２９
（３９）（６０）（８０）（５０）（４９）（５０）（３２）（３５）（４０）（２７）（２５）（５３）（１７）

�公共投資の動向
④ ⑤ ③ ① ③ ①
４３ ３６ １７ ３３ ４９ ５６ ４５ ６９ ４３ ２９ ２９ １３ ４６
（４８）（４２）（１８）（３８）（５７）（６３）（５１）（７７）（４５）（２９）（３９）（１８）（５７）

�雇用の動向
⑤ ④ ④ ③ ② ③ ② ②
４２ ３７ ５３ １９ ３７ ２８ ４４ ３９ ２８ ４８ ５２ ５６ ５４
（２８）（２２）（３３）（６）（１４）（２９）（３０）（２６）（２５）（３３）（３６）（４１）（３４）

�原油価格の動向
⑥ ③ ⑤ ③ ①
３８ ３２ ３９ １９ ２９ ３９ ４０ ２７ ３４ ４３ ８４ ４４ ３７
（４２）（４６）（４９）（２５）（４１）（６３）（４１）（３１）（３０）（５０）（７９）（４１）（４０）

�為替の動向
③

１９ ２５ ３１ ４３ １７ ６ １６ １０ ２１ １６ １９ １３ ２０
（２３）（２９）（３６）（１９）（２７）（２９）（２０）（１０）（３３）（２３）（１４）（６）（２３）

	物価の動向 １８ １９ ３６ １０ １４ ６ １８ １９ １６ １４ １０ ３１ ２０
（１９）（１３）（２６）（－）（５）（１３）（２２）（１７）（２４）（２３）（１１）（１８）（３２）


中国経済の動向 １７ １８ １７ １９ ２０ １７ １７ １３ ２８ １３ １０ ３１ １５
（２７）（３０）（３１）（３８）（３０）（２５）（２５）（２２）（３４）（２１）（７）（３５）（３０）

�電気料金の動向 １７ ２６ ２８ １０ ３４ ２２ １４ ７ １２ １６ １９ ２５ １９
（２５）（３８）（４１）（３８）（３８）（３３）（２０）（１４）（１６）（１７）（１８）（３５）（３０）

�政局の動向 １６ １１ １１ ５ １４ １１ １８ ２５ １２ １３ １９ １９ １９
（２１）（１９）（１３）（１３）（２２）（２９）（２１）（２７）（２１）（１９）（１８）（－）（２５）


住宅投資の動向 １５ １３ ３ ３８ １１ ６ １５ ２１ ２１ １３ ３ ０ １４
（１６）（１５）（３）（３８）（１１）（２５）（１７）（２４）（２１）（１２）（１４）（－）（１３）

�欧米経済の動向 １４ １７ １７ １４ ２０ １７ １３ １３ １３ １６ １０ ０ １７
（１０）（１０）（１３）（１３）（５）（１３）（９）（５）（１０）（１２）（４）（－）（１７）

�設備投資の動向 １３ ７ ６ ５ １４ ０ １５ １９ １６ ７ １０ １９ １５
（１９）（１８）（８）（－）（３２）（２５）（１９）（３０）（２２）（１０）（４）（２４）（１３）

�金利の動向 １３ １３ １１ １０ １４ １７ １３ １２ １０ １６ １９ １３ １０
（１５）（１５）（１３）（６）（２２）（１３）（１５）（１７）（１５）（１４）（１４）（６）（１９）

�TPP（環太平洋経済
連携協定）の動向 １１ １３ ２２ ５ ６ １７ １０ １３ １６ ９ ３ ０ ９

（２１）（２２）（２６）（２５）（１６）（２１）（２１）（１７）（３３）（１５）（３９）（６）（１５）

�株価の動向 ９ ６ １４ ０ ６ ０ １０ １１ １２ ７ ７ ６ １２
（１８）（１７）（１３）（１３）（１９）（２５）（１８）（２２）（２１）（１９）（７）（６）（１７）

�金融機関の融資姿勢 ９ １１ ８ １４ １４ ６ ８ １１ ５ １１ １０ ６ ３
（１２）（１４）（１０）（６）（１９）（１７）（１１）（１０）（１３）（１５）（４）（１８）（６）

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前年同時期調査
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3 賃金の動向について

（項 目） 要 点

�定期給与の動向 「引上げ・引上げを予定」（７３％）が多数を占める。「引上げ・引上げ予定」の中で（定期
昇給とベースアップ）の両方を実施した企業（２３％）が前年に比べ５ポイント上昇した。

�特別給与の動向 「前年並みとした」（３８％）が±０と前年同様。「今のところ未定」（３２％）
が３ポイント低下。「引上げ・引上げを予定」（２５％）が３ポイント上昇。

�賃金見直し時の重視項目 前年に比べ「企業業績」（８５％）が４ポイント低下。「雇用の維持・確
保」（４５％）が４ポイント上昇しウェイト高まる。

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�引き上げ・引き上げ予
定

２５ ２２ ２３ １９ ２５ １６ ２７ ３１ ２８ ２１ ３０ １３ ２７
（２２）（２０）（２６）（１８）（２１）（１３）（２３）（２８）（２３）（１７）（３０）（３１）（１３）

�引き下げ・引き下げ予
定

４ ５ ９ ０ ３ ５ ４ ３ ５ ９ － － ２
（５）（９）（８）（１２）（１０）（４）（４）（５）（９）（－）（－）（－）（４）

�前年並みとした ３８ ３７ ２９ ４３ ３９ ４２ ３９ ３１ ４３ ４２ ４０ ３８ ４３
（３８）（３０）（３３）（２３）（３７）（２１）（４０）（３５）（３６）（４９）（４０）（２５）（５１）

�今のところ未定 ３２ ３７ ４０ ３８ ３３ ３７ ３１ ３５ ２５ ２８ ３０ ５０ ２９
（３５）（４１）（３３）（４７）（３２）（６２）（３３）（３２）（３２）（３４）（３０）（４４）（３２）

※四捨五入の関係から合計が合わない場合がある。（ ）内は前年調査の実績

〈図表９〉項目別の要点

〈図表１１〉特別給与（賞与・期末手当等）の動向（n=411）
（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�引き上げ・引き上げ予
定

７３ ７８ ６９ ７６ ８６ ８４ ７１ ７２ ７２ ６７ ５７ ７５ ７９
（７２）（７５）（７２）（７６）（８２）（７１）（７０）（６３）（７７）（７０）（７４）（６９）（７０）

①（定期昇給のみ実
施）

３７ ４１ ４０ ３３ ４４ ４７ ３６ ３１ ３９ ３７ ３０ ３１ ４３
（３８）（３６）（３３）（３５）（４０）（３８）（３９）（３７）（４９）（３８）（２６）（３１）（４０）

②（ベースアップのみ
実施）

１２ １４ １４ ２４ １１ １１ １１ １５ ８ ７ ７ ２５ １３
（１６）（２０）（２３）（２９）（２１）（８）（１４）（１３）（１１）（１３）（２２）（２５）（１１）

③（定期昇給とベース
アップを実施）

２３ ２３ １４ １９ ３１ ２６ ２４ ２６ ２５ ２３ ２０ １９ ２３
（１８）（１９）（１６）（１２）（２１）（２５）（１７）（１３）（１７）（１９）（２６）（１３）（１９）

�引き下げ・引き下げ予
定

０ － － － － － １ １ － － ３ － －
０ （１）（２）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）

�前年並みとした １７ １０ １１ １４ ６ １１ １９ ２２ ２３ １８ １３ １９ １６
（１３）（９）（１０）（１８）（１０）（－）（１５）（１９）（１２）（１５）（１１）（１８）（１３）

�今のところ未定 １０ １２ ２０ １０ ８ ５ ９ ５ ５ １６ ２７ ６ ５
（１５）（１５）（１６）（６）（８）（２９）（１５）（１８）（１１）（１５）（１５）（１３）（１７）

※四捨五入の関係から合計が合わない場合がある。（ ）内は前年調査の実績

〈図表１０〉定期給与（基本給・諸手当等）の動向（n=412）
（単位：％）

特別調査
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調査の目的と対象
アンケート方式による道内企業の経営動向把握。

調査方法
調査票を配付し、郵送または電子メールにより回
収。

調査内容
道内景気の現状と先行き、および賃金の動向につ
いて。

回答期間
平成２９年５月中旬～６月上旬

本文中の略称
（Ａ）景気判断DI
「回復しているとした企業の割合」－「悪化し
ているとした企業の割合」

（Ｂ）ｎ（number)
有効回答数

地域別回答企業社数

業種別回答状況

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�企業の業績 ８５ ８４ ８６ ８１ ８３ ８３ ８６ ８２ ８８ ９３ ８２ ８１ ８４
（８９）（９１）（８４）（９４）（９７）（９１）（８８）（８７）（９１）（９６）（７３）（６９）（９０）

�雇用の維持・確保 ４５ ４４ ４２ ３３ ４４ ６１ ４５ ５４ ３６ ３２ ４３ ６９ ４８
（４１）（４１）（３７）（３５）（４０）（５５）（４１）（４３）（２６）（４０）（５４）（５０）（４８）

�世間相場 １８ １４ １７ － １１ ３３ １９ ２０ １９ １８ ７ － ３０
（１９）（２１）（２４）（６）（２１）（２７）（１８）（１８）（１２）（１９）（１２）（１３）（２９）

�物価の動向 ５ ５ ６ １０ ６ － ５ １１ ２ ５ ４ － ４
（８）（８）（１１）（６）（３）（１４）（８）（１３）（６）（４）（１５）（６）（２）

�その他 １ ３ ３ ５ ３ － － － － － ４ － －
（３）（４）（３）（６）（５）（５）（２）（３）（５）（－）（－）（－）（２）

※四捨五入の関係から合計が合わない場合がある。（ ）内は前年調査の実績

企業数 構成比 地 域
全 道 ４２１ １００．０％
札幌市 ９２ ２１．９ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各地域、空知地域南部道 央 １６６ ３９．４
道 南 ４０ ９．５ 渡島・檜山の各地域
道 北 ５７ １３．５ 上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部
道 東 ６６ １５．７ 釧路・十勝・根室・オホーツクの各地域

調査企業社数 回答企業社数 回答率
全 産 業 ７０２ ４２１ ６０．０％
製 造 業 １９７ １１１ ５６．３
食 料 品 ６８ ３５ ５１．５
木 材 ・ 木 製 品 ３３ ２１ ６３．６
鉄鋼・金属製品・機械 ６０ ３６ ６０．０
そ の 他 の 製 造 業 ３６ １９ ５２．８
非 製 造 業 ５０５ ３１０ ６１．４
建 設 業 １３８ ８２ ５９．４
卸 売 業 １０５ ６２ ５９．０
小 売 業 ９３ ５７ ６１．３
運 輸 業 ５３ ３４ ６４．２
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３５ １６ ４５．７
その他の非製造業 ８１ ５９ ７２．８

〈図表１２〉賃金見直しの際の重視項目（複数回答）（n=405）
（単位：％）

調 査 要 項

特別調査
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今回の調査では、道内景気は緩やかな回復を示す形となりました。しかし、個人消費につ

いては盛り上がりに欠けているなど、本格的な景気回復を感じるまでには至っていないとの

声も聞かれました。また、人手不足の状況は続いており、賃上げに取り組む企業は増えまし

た。しかし、業績とのバランスなどに苦慮している声も聞かれ、生産性向上への取組みが鍵

となりそうです。以下に、企業から寄せられた生の声を紹介いたします。

１．食料品製造業

２．木材・木製品

３．鉄鋼・金属製品・機械

４．その他の製造業

５．建設業

６．小売業

【Ⅰ．道内景気の現状と先行きについて】

＜水産食料品製造業＞ 北海道全体を見れば

回復傾向にあるが、業種や地域により感じ方

は分かれるのではないかと考える。特に交流

人口の多いところは景気が良いと感じている

のではないか。

＜その他の食料品製造業＞ 新幹線開業から

２年となり、効果も薄れてきている。景気の

先行きは不透明であり、個人消費のマインド

も今一つである。

＜製材業、木製品製造業＞ ２０２０年省エネ基

準義務化により住宅建築業が大幅に変わって

くると思われる。大手ハウスメーカーはこれ

まで以上に伸び、地場の建築業者は衰退して

いく。

＜生活関連産業用機械製造業＞ 農業・漁業

とも原材料が不足してきており、今後の見通

しは明るくない。国際的な漁獲枠などの確保

を期待したい。

＜自動車・同附属品製造業＞ 主力取引先か

らの受注は高水準である。しかし、いつまで

続くかの見通しは見えないため、反動減が予

想される。

＜飼料・有機質肥料製造業＞ 個人消費の伸

びは低調。賃金の引上げが一番の対策と考え

るが、中小企業はそこまで利益が回復してい

ないのではないか。

＜一般土木建築工事業＞ 公共投資について

は、昨年の台風被害からの復旧工事が優先さ

れ、被害の少なかった地域では予定されてい

た工事の延期などが起こった。そのため地域

により景気の感じ方が違うのではないか。

＜一般土木建築工事業＞ 人口の減少による

経済の動きは予測可能であるが、為替・株

価・政治による予測不能な要因で受けるダ

メージは大きな懸念材料である。

＜機械器具小売業＞ 観光関連や建設関連に

明るさはあると思われるが、全体的には景気

が上向いていると感じられない。公共工事が

増加しているが一過性のものであり、今後が

見通せない。

経営のポイント

賃金増の中、生産性向上への取組みが鍵に
〈企業の生の声〉
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７．運輸業

８．ホテル・旅館業

９．その他の非製造業

１．食料品製造業

２．鉄鋼・金属製品・機械

３．建設業

＜その他の織物・衣服・身の回り品小売業＞

公共投資の継続的実施がなされるかどう

か、個人消費がしっかり回復に向かうかどう

かが、北海道の景気に影響すると考える。

＜一般貨物自動車運送業＞ 道内も緩やかで

はあるが景気は回復傾向と考える。しかし、

人手不足が大きな問題であり、官民合わせて

対策をしていかなければ、景気に影響を及ぼ

す。

＜旅館・ホテル＞ 業種により景気の捉え方

は違うと考える。また一般消費者が景気回復

を感じなければ本当の意味での景気回復とは

言えない。懸念材料は道民の気持ちではない

かと思う。

＜専門料理店＞ 先行きに対する楽観的なマ

インドが道民に拡大すれば個人消費の拡大に

なるのではないか。

＜ソフトウェア業＞ 北海道は観光・食など

の振興を図っており、国内景気はもとより、

アジア・欧米などの経済動向にも左右される

ことになる。また、寒冷地である事からエネ

ルギー価格の影響も大きいと考える。

【Ⅱ．賃金の動向について】

＜水産食料品製造業＞ 人手不足から人件費

率が増加している。生産性の向上が急務であ

る。製品数の絞込みなどにより効率化を目指

す。

＜建設用・建築用金属製品製造業＞ 業務の

効率化を目指すためにも賃金の見直しは大切

なツールと捉えている。我々の業界も賃金の

在り方を見直し、よりわかりやすく、個人が

目標を持てる形にする事が必要である。しか

し、時間外作業には波があり大きな改革が起

こしにくい。

＜自動車・同付属品製造業＞ 世間相場より

初任給が低いため、毎年のベースアップで改

善を図っている。また高齢者の定期昇給を抑

制する社内ルールはあるが、機械的に適用す

ると減給となる者がおり、モチベーション維

持のため柔軟に運用している。

＜一般土木建築工事業＞ 新卒者の採用にあ

たり初任給の引上げをしたが、応募がほとん

どなかった。これ以上の基本給引上げは厳し

いため、賃金以外の部分を改善し雇用を確保

していく。

経営のポイント
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４．卸売業

５．運輸業

６．ホテル・旅館業

７．その他の非製造業

＜機械器具卸売業＞ 新規人材確保のために

は給与水準を高めなければならないが、既存

従業員との関係もあり悩ましい状況である。

既存従業員には賞与などで差別化を図ってい

るが、モチベーションの低下に結びつかない

か危惧している。

＜化学製品卸売業＞ 雇用の確保や維持のた

め人件費が上昇している。しかし、経常利益

は計画通りとならず、生産性が低下。商品の

単価見直しや、高付加価値商品の展開を図っ

ていくしかない。

＜一般貨物自動車運送業＞ 業績回復にとも

ない賃金を改定。賃金や人事制度について

は、従業員の満足度とギャップが生じないよ

う話し合いの場を持つようにしている。

＜旅館・ホテル＞ 高賃金の調理師が多いの

は仕方がないが、高齢化によってさらに賃金

が増加している。若手の雇用をすすめている

が、退職率が高く問題の解決に至らない。

＜自動車整備業＞ 賃金を上げても、休暇が

少ないと退職する従業員が多くなっている。

休暇を増やすためには人材の確保が必要であ

るが、なかなか集まらない。そのため、外国

人研修生を雇用している。まだ、戦力とは

なっていないが期待できる。

＜各種物品賃貸業＞ 従業員の高齢化に伴

い、若い人員の確保や優良社員の流出防止を

図る目的で定期昇給を行った。同業他社から

の引抜きもあり、今後も賃金の見直しを行っ

ていく予定である。

＜ソフトウェア業＞ 人材確保のため本州か

らの転職者も狙っているが、その中で職場環

境を整えていく事の必要性を感じている。賃

金は必ずしも高くある必要はなく、ワークラ

イフバランスが重要。あわせて、個人の実力

や成果が反映しやすい仕組みづくりにも着手

している。

＜一般廃棄物処理業＞ 求職者からの応募が

あっても賃金で折り合いがつかないケースが

発生している。賃金の改定をしていかなけれ

ば、雇用を確保できなくなる可能性がある。

しかし、会社の業績を考慮すると現状では踏

み切れない。

＜不動産賃貸業＞ 業績の見通しが不透明で

あり、賃金引上げを行うことができない。特

別給与にて還元していく方向である。

経営のポイント
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― １５ ― ほくよう調査レポート ２０１７年９月号

経済コラム 北斗星

反グローバリズムと外国人労働者の受入
反グローバリズム論が盛んになってきていることは、既に本欄でも取り上げたが（平成２８

年１２月号）、その論点は、国内産業の空洞化、格差拡大問題、外国人労働者の受入（移民・

難民）など多岐に亘る。伊藤元重東大名誉教授は、グローバル化を考える際、「モノのグ

ローバル化、カネのグローバル化、ヒトのグローバル化という３つの側面に分けて考える必

要がある」（近著「伊藤元重が警告する日本の未来：東洋経済新報社）と指摘する。今回は、

人口減少が急激に進む我が国において議論が活発化してきている移民・外国人労働者の受入

（８月４日付、読売新聞、竹森俊平の世界潮流「移民受け入れ 戦路練って」など）につい

て考えてみたい。

昨今、経営者の方々から人手不足を訴える声が多く聞かれる。失業率が大幅に低下し、既

に完全雇用の域に達している我が国にとって、人手不足は最早極めて深刻な経営課題だ。人

口減少に伴う人手不足に対処する方策としては、一般には①出生率の引き上げ、②高齢者・

女性の活用、③生産性向上のための技術（ロボット、人工知能・IoTの活用）④移民・外国

人労働者の活用などが指摘されているが、何れも短期的に大きな成果が期待できる方策とは

言い難い。それぞれ息長く継続的に対処していかなければならない課題だ。

特に、移民・外国人労働力の受入については、効果が大きい反面、様々な課題がある。こ

れも前記、伊藤元重教授の著書の孫引きになるが、スイスのマックス・フリッシュという評

論家が、１９６０－１９７０年代に「スイス経済は海外に労働者を求めた。しかし、やって来たのは

人間だった」という有名な言葉を残したという。実は、私は１９７７年４月から１９７９年１０月ま

で、ドイツ（当時は西独）のフランクフルトに日本銀行の駐在員として勤務した経験がある

が、その折、ドイツで全く同じ感想を抱いたのである。ドイツも海外からの労働力受け入れ

を積極的に進めた。はじめはイタリア、スペインなどからの受入が中心であったが、私がド

イツにいた頃はギリシャ、トルコへと主力が移っていた。私の長男はドイツの公立小学校へ

入学したが、トルコ人等外国人労働者が多く住む居住区の近くであったため、小学校の入学

案内は実に７か国語で記載されていた（いわゆる荒れた学級状態であったため、私は後に転

居し、長男を転校させた）。当時、ドイツ語しか話せなくなったトルコ人の青年をトルコに

帰国させられないことが大きな社会問題になっていた。外国人労働者は、生身の人間であ

り、宗教や文化、慣習等を背負ってやってくる。「郷に入っては郷に従え」とは簡単に行かな

いのだ。

現在、我が国では研修員と言うことで、海外から青年を受け入れているが、これには受け

入れ期間の縛りがある。受け入れ先も現在は中国からベトナムに主力が移っているようだ。

研修制度の名のもとに低賃金で労働力として受け入れるというこれまでのやり方は恐らく長

続きしないであろう。我が国では、高学歴者、高度の専門性を持った人材にたいして、国内

永住権を認めているが、これを幅広い職種にまで拡大することには、グローバル論議の如何

に係わらず慎重であらねばならない。迎え入れるのは労働力ではなく、あくまで人間なので

ある。

（平成２９年８月７日 北洋銀行会長 横内 龍三）
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○ 空き家問題は地域経済（産業・人口・高齢化・不動産市場）と密接に関係している

○ 空き家対策が地域活性化の起爆剤となる可能性がある

○ 自治体と地元企業・住民等の公民一体の取り組みが解決の鍵となる

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

１．空き家問題とは

近年、社会的ニーズの変化や地域の人口と世帯数の減少、高齢化等を背景に、全国的に使用さ

れていない「空き家」が年々増加しています。適切な管理が行われないまま放置されている空き

家によって、倒壊の危険や放火による周辺の安全の低下、不法投棄等による公衆衛生の悪化、景

観の阻害など、多岐にわたる問題が顕在化し、地域住民の生活環境に深刻な影響を及ぼしている

ものもあります。一方で、使われていない空き家を「地域の資産」として捉え、有効活用するこ

とで地域の活性化につなげていくための試みも全国で広がっています。

このような状況を背景として、平成２６年１１月に『空家等対策の推進に関する特別措置法』（平成

２６年法律第１２７号、以下「空家法」）が制定され、国・都・市区町村・所有者及び管理者等のそれ

ぞれの責務が定められるとともに、空家等問題の解決に向けた全国的な取り組みが開始されまし

た。

本稿では、まず、空き家問題の社会的な背景について、全国の地方部に共通する課題から考え

ます。次に、道内における空き家問題と、そのなかで先進的に取り組んでいる自治体の空き家対

策の事例等を紹介し、最後に、北海道の空き家問題と、地域を支える民間企業との関わりについ

て考えてみたいと思います。

（１）空き家問題の社会的な背景

全国的に「空き家」が増加している背景には、まず、人口減少・少子高齢化などの「社会的な

問題」があります。また、土地価格の下落とともに資産価値を失った物件が放置されたり、中古

市場の担い手である不動産業者が不在であるなど、「市場（機能の低下）の問題」があります。

そのほか、空き家問題に関しては、相続や所有者意識など「個人や家族に帰属する問題」等の

様々な観点から課題が検討されていますが、ここでは、空き家が増加する社会的な背景につい

て、地域の産業・人口・高齢化・不動産市場との関連から考えていきます。

まず、地域の主要産業が衰え、人が働く場所が少なくなると、労働人口が減少して高齢化率が

上昇します。不動産市場では、商業地や工場地の需要が減少するとともに、住宅を購入する世代

が減ることなどにより住宅需要も減少し、地域の地価が下落します。

【地方創生】北海道の空き家問題を考える
一般財団法人 日本不動産研究所
公共部 主任専門役 高橋 英嗣
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図表１：北海道の労働力率の推移（※） 図表２：北海道の空き家率の推移

（※）１５歳以上人口に占める労働力人口の割合の推移
資料）政府統計

資料）総務省 住宅・土地統計調査
※「その他住宅」とは、総務省統計局の住宅・土地統計調査における空家の区分
の一つで、別荘や賃貸用・売却用以外の人が住んでいない住宅とされています
（いわゆる空家問題の対象）。例えば、転勤・入院などのため居住世帯が長期にわ
たって不在の住宅や建て替え等のため取り壊すことになっている住宅を言います。

順
位
都道府県

平成２６年（２０１４）
平成５２年
（２０４０）

高齢化率の伸び

総人口
（千人）

６５歳以上人
口（千人）

高齢化率
（％）

高齢化率
（％）

（ポイント）

１ 北海道 ５，４００ １，５１９ ２８．１ ４０．７ １２．６

２ 青森県 １，３２１ ３８３ ２９．０ ４１．５ １２．５

３ 神奈川県 ９，０９６ ２，１１５ ２３．２ ３５．０ １１．８

４ 宮城県 ２，３２８ ５７３ ２４．６ ３６．２ １１．６

５ 福島県 １，９３５ ５３７ ２７．８ ３９．３ １１．５

図表３：都道府県別高齢化率の推移（※）

（※）将来の高齢化率の伸び率では、北海道は全国１位と推計されている。
資料）内閣府 平成２８年度版高齢社会白書

そして、地価の下落は、流通できない物件の増加や、不動産事業者の不在等の市場機能の停滞

をもたらし、空き家の増加に結びつきます。

このように、空き家問題は、地域の産業と人口構造の変化が、本来は地域の財産である不動産

の市場（需要と供給のバランス）にも悪影響を与えている結果であるという見方が成り立ちま

す。

（２）空き家及び危険な空き家の増加は、コミュニティや地域の経済に悪影響を及ぼす

地域で多くの空き家が放置され、危険な空き家が増加したまま改善されない状況が続くと、生

活環境の悪化から人口の流出が起こります。そして、人口減少（過疎化）は、地域コミュニティ

の綻びや地価の下落を招き、地域経済の一層の衰退をもたらす、といった空き家をめぐる「負の

連鎖」が生まれてしまいます。
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図４：空き家増加の負の連鎖

（３）空き家対策から地域活性化の芽が生まれる

この「負の連鎖」を断ち切るためには、まず、所有者による空き家の適正管理を促進し、地域

の生活環境の悪化を防ぐことが重要です。そして、より根本的な解決を図るために、地域におい

て新しい産業を育成し、さらに移住・定住の促進によって、人口構造にも変化を起こすことが求

められます。そのため、これまで使われなかった空き家に不動産としての新しい価値と需要を発

掘し、地域産業育成や地域コミュニティ形成のための「場」、または移住・定住促進を促進する

ための「場」として有効に活用することが、「空き家対策」において重要なポイントとなってい

ます。

２．北海道の空き家問題と対策について

以上は、全国の地方で見られる空き家問題の共通の課題ですが、次に、北海道の地域的な特色

から、道内の空き家問題について考えていきます。

北海道は、その地理的な特色として、首都圏などの人口が高度に密集した地域からの距離があ

り、東京などから見れば、遠隔地にあたります。また、広大な大地に都市と商圏が散在し、その

間に、多数の町村と酪農などの農村集落、山脈・平原などの大自然が広がっています。このよう

な北海道の特色を念頭において、北海道の空き家問題を考えると、以下のような課題が考えられ

ます。

（１）遠隔地の空き家問題

北海道の産業構造は、２次産業に比べて１次産業と３次産業が高い割合にあり、２次産業化が

大きく進まない原因として、首都圏等からの「距離」があるため輸送コストが大きいこと等があ

げられます。地域における生産活動を行う産業が十分に発展しきれない状況下では、他の地域か

ら外貨を獲得する必要があるため、労働人口の流出を招きやすく、また、外から訪れた顧客に財

やサービスを提供する産業（観光産業等）が求められる構造にあると言われています。

一方で、北海道は、豊かな大自然等の観光資源に恵まれており、平成２８年の外国人延べ宿泊者

数は、全国でも東京・大阪に次ぐ第３位（６９２万人）となっているなど、海外からの観光客も多
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い地域です。また、大規模農地で展開される農業は生産性が高く、農業・漁業において数多くの

特産品を有しています。北海道の多くの地域では、このような恵まれた観光・地域資源を最大限

に活用し、新しい地場産業の育成と、移住・定住に繋げていくことが求められます。

近年では、IT技術やソーシャルメディアが発達し、距離に依存しないフリーエージェントなど

働き方も多様化しており、また、地方におけるサテライトオフィスの誘致なども注目を浴びてい

ます。北海道の空き家対策では、地域の魅力を全国に伝える観光や職住の「場」として、地域で

空き家を有効に活用する工夫が求められます。

（２）広大な土地における空き家問題

一般的に、社会の人口密度が高くなると、情報や流通をはじめとして経済・行政機能の効率化

が進み、その反対に人口密度が低くなると、情報の過疎化や行政サービスの低下などの課題が生

じると言われています。そこで、土地が広大な北海道では、不動産市場における情報や人の流

れ、行政機能等の面から以下のような課題があると考えられます。

①不動産の情報が行き渡らず、不動産業者が不在な自治体もある

道内のいくつかの自治体では、不動産流通の担い手となる不動産業者が不在であることが空き

家対策の課題となっているケースも見られます。不動産業者が不在な自治体では、周辺都市の不

動産業者の協力を得るなどして、空き家の流通を広域的に促す仕組みづくりを構築することも方

法の１つと考えられます。

また、広域的な空き家の流通を促進するために、インターネットを活用した自治体等による空

き家・空き地バンクの構築と普及を進め、市場のマッチング機能を強化する対策が有効になる場

合があります。

ただ、空き家バンクを構築したとしても、これまで機能不全になっていた流通を促すための仕

組みが出来たことに過ぎず、成約件数を増やすためには、物件の供給数（登録件数）を増やし、

需要者に十分な選択肢を持たせるとともに、需要を呼び込むための魅力ある地域づくりを進める

ことが必要です。

また、空き家バンクを活用した場合でも、不動産取引の本来の担い手である宅建業者のノウハ

ウを活かすことが空き家の流通には効果的であり、自治体と不動産業団体等の連携・協力の促進

も必要となります。

②行政区域が広く、行政機能の効率化が求められる

自治体の行政サービスについては、その種類に応じて行政運営を行うコストを最小化する規模

があると考えられており、ある程度の人口がまとまって居住することにより、福祉・商業等の生

活サービスの持続性が向上するとともに、除雪や訪問介護等の公的サービスの効率化や公共施設

の再配置・集約化等による財政支出の抑制につながる効果等があるとされています。

高齢化と人口減少の問題を抱える地方都市では、地域の持続的な成長を維持するために、この
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ような集約型の都市構造の形成（コンパクトシティ）について議論もなされてきました。

面積が広大な北海道では、自治体単位の行政区域も大きいという特徴があり、上記のコンパク

トシティの議論では、例えば、郊外に居住する高齢者については、利便性が高い町の中心部への

住み替えを促進することで、医療・福祉サービスの向上と行政コストの圧縮に繋がることなどが

期待されています。郊外の住宅団地で増加する空き家の対策や、町の中心部にある空き家の有効

活用などで、都市構造の変化やライフステージに即した居住の在り方を考えることも、今後は、

重要になっていくかも知れません。

３．自治体の取り組み事例

事例（１） 北海道の取り組み

「空家法」の施行により、都道府県単位で空き家問題に取り組む動きも活発化しています。

北海道では、これまで道内の自治体が個別に構築していた「空き家バンク」について、道内で

統一的な「北海道空き家バンク」の構築・運用を行っており、全国に向けてインターネットを活

用した情報発信と、道にある空き家の市場マッチングを進めています。

また、道では、空き家に先進的に取り組む自治体をモデル自治体として選定し、積極的な支援

等も行っています。平成２８年度のモデル自治体として、本別町、知内町、鷹栖町が選ばれていま

す。

事例（２） 福祉でまちづくり『本別町』

本別町は、平成１７年に「福祉でまちづくり」宣言を行い、町の高齢化問題等に正面から向き

合ってきました。また、平成２６年度から、厚生労働省の「低所得高齢者等住まい・生活支援モデ

ル事業」に参加するなど、高齢者や子育て世帯の住み替え支援のための空家活用事業をはじめ、

低所得の高齢者等に対するセーフティネット住宅等としての空き家の活用を進めています。「福祉

でまちづくり」の町の明確なコンセプトのもと、福祉と住宅施策を基軸とした空き家の新たな需

要の発掘に取り組んでおり注目されています。

事例（３） 青函トンネルの出入り口のまち『知内町』

北海道の南端、青函トンネル北海道側出入り口にある知内町では、移住・定住の促進によって

活力ある町づくりを目指しており、空き家の「お試し暮らし住宅」への利用や「民泊」等への活

用について積極的に検討を行い、町の空き家対策の一つの柱として、地域の活性化の誘導策とし

ての空き家の利活用に対する取り組みを行っています。

事例（４） 旭川市のベッドタウン『鷹栖町』

旭川市に隣接した鷹栖町では、平成２９年３月に空き家等対策計画を策定しており、空き家の利

活用方針として、子育て賃貸住宅の整備に向けた事業検討や、小規模サテライトオフィスとして
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の利活用に向けた検討、地域交流サロンの実現に向けた検討、高齢者のまちなか住み替えに向け

た検討などを掲げています。また、同町が平成２７年度に策定した総合戦略のなかでは、「鷹栖町

版CCRC構想」を掲げており、その取り組みの一環に、移住者の多世代にわたる住まいや活動の

場として空き家の利活用を位置づけています。

４．まとめ

前述のとおり、北海道では、人口減少や高齢化等の全国地方圏で共通する課題を抱えていま

す。また、地理的な特色や産業構造の面からも、今後、空き家問題に対し、正面から取り組んで

いかなくてはいけません。そして、北海道には「空き家対策」を通じて地域活性化の芽を育むた

めの良い土壌があると言えます。

ご紹介した先進的な自治体をはじめ、現在、多くの地方公共団体で、空き家対策に向けた動き

が活発になっており、いくつかの自治体は、空き家対策の将来に向けた道筋を描いた「空家等対

策計画」を公表しています。道内の先進的な自治体における「まちぐるみ」での意識は、全国的

にも高水準にあるといえるでしょう。ただ、空き家問題の社会的な背景を考えれば、行政主導で

出来ることには限界があることも事実です。

空き家問題において、地元企業に期待されている役割としては、例えば、移住・定住者の雇用

や人材育成の受け皿となったり、地域活性化のための取り組みに対するアイデアや人材、資金の

提供などの積極的な参加、または、社宅等として空き家を直接活用するなどが考えられます。地

域で新たな産業を育成し、空き家を活用した事業を展開するために、自治体と地域・企業が連携

した取り組みが求められています。

また、空き家の利活用だけではなく、空き家の適正管理の促進や修繕・除却、そして、まちづ

くりの観点からも、地域の民間事業者が担う役割は大きいと言えます。

地域産業や人口構造の変化に根ざす空き家問題では、地域住民・企業の行動が解決の鍵とな

り、地域の経済を支える地元企業には、今後、空き家対策におけるプレイヤーとしての積極的な

役割が期待されています。
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― ２２ ―ほくよう調査レポート ２０１７年９月号

開会式

会場の様子

１．「北洋銀行ものづくりテクノフェア２０１７」の概要
北洋銀行は、平成２９年７月２０日�アクセスサッポ

ロにおいて「北洋銀行ものづくりテクノフェア

２０１７」を開催しました。当行創立１００周年にあたる

今回は、「これからの１００年を支えるものづくり技

術」をテーマに道内外から優れた技術や製品を有す

る中小企業や大学、支援機関等が一堂に結集する機

会を提供し、販路拡大、企業間連携の促進、情報交

換や技術交流を通じて、北海道の「ものづくり産

業」の振興を図ることを目的に開催しております。

「ものづくりテクノフェア」は、製品や技術など

の“実物”を展示することで、来場者は、直接見

て、触れて、感じることができる展示型の商談会で

す。

１１回目の開催となる今回は、２２０企業・団体にご

出展いただき、来場者は４，８００名を数えました。会場

内では、今年初の試みとなる「道外とのテレビ商

談」を含め商談専用コーナーによるビジネスマッチ

ングや情報交換が活発に行われました。

さらに、昨年に引き続き同日開催として「道内企

業と道内大学、高専、公設試の共同研究発掘フェア」（主催：国立大学法人北海道大学ほか）や北

海道経済産業局による「２０１７年版ものづくり白書」説明会も会場にて開催しました。本フェア

は、こうした連携を深めることで相乗効果を高め、より多くの方へビジネスチャンス創出を支援

しました。

２．今年度の「ものづくりテクノフェア」について
今年度の「ものづくりテクノフェア」の特徴として３点申し上げます。

まず１点目は、第４次産業革命実現のための新産業といわれる「AI・IoT」をテーマとした展

示です。金属加工業の株式会社ワールド山内（北広島市）は、「IoT（モノのインターネット）」

とよばれる製品の製造過程や機械設備の稼働状況などを携帯端末で確認できる独自の生産管理シ

ステムについて展示。また「初音ミク」でおなじみのクリプトン・フューチャー・メディア株式

会社（札幌市）をはじめとした「AR（拡張現実）・VR（バーチャルリアリティ）」の展示は、来

場された皆様に、道内ものづくり産業の未来と可能性を感じていただきました。

インフォメーション

「北洋銀行ものづくりテクノフェア２０１７」開催報告
北洋銀行 地域産業支援部

ｏ．２５４（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０２２～０２３　インフォメーション  2017.08.21 15.19.11  Page 22 



インフォメーション

― ２３ ― ほくよう調査レポート ２０１７年９月号

ドローンに興味津々の高校生 ジャガイモ芽取り機

ハンドメイドのスピーカー 商談コーナー

２点目は、産学官金の連携と道内外の広域連携の拡充です。道内８大学・４高専をはじめ、北

海道経済産業局、北海道庁のほか研究機関や道内４信金など、学術・行政・金融機関の皆様から

出展いただき、道外は青森県、東京都大田区、静岡県、愛知県、三重県などから合計３５先の出展

がありました。また、今年初の取組みとなる「道外とのテレビ商談」を実施し、今回、来場でき

なかった道外企業と出展者との間でタブレット端末を通じ商談が行われ、ものづくり先進地域と

道内企業による産業交流の活性化が図られました。

３点目は、ものづくり産業の担い手育成です。今回は札幌工業高校・札幌琴似工業高校・苫小

牧工業高校・北海道職業能力開発大学校・北海道科学大学の学生３００名を見学招待しました。道

内ものづくり企業の技術力を間近に体感したことが道内企業就職への起因となり、道内「ものづ

くり産業」の発展に将来貢献されることを願っております。

３．終わりに
北海道の「ものづくり産業」発展に寄与することが北洋銀行の使命であり、「お客さま第一主

義」の徹底を図りながら、新たな１００年に向かってお客さまと共通する価値の創造を目指してい

きます。また、お客さまがこのテクノフェアを通じて得られた商談機会を確実にビジネスチャン

スに繋げられるよう、引続き最大限のサポートをしていきます。

（お問い合わせ先 地域産業支援部 佐々木 TEL：０１１‐２６１‐１３２１）
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【全体概要】

・６月の販売額は、７，９７９万円（前年同月比▲０．７％）、来店客１９４，０８７人（同＋１．４％）、客単価

１，５８１円（同▲１５．０％）

・水産加工品は、原料高騰による値上げが留まらず前年を下回った。（同▲５．７％）

・農産品は、リピーターも多い毎年人気の夕張メロン各種が、売上の上位を占めた。

・部門別では、前記部門のほか畜産加工品（同＋１０．４％）が好調であったが、農産品（同▲

１５．１％）、乳製品（同▲６．４％）、菓子類（同▲５．３％）などの部門で前年を下回った。

No. 振興局 品名 単価（円） 数量 金額（円）
１ 石狩 鮭キムチ１５０g ８００ １，０７８ ８６２，４００
２ 石狩 鮭ルイベ漬１６０g １，０００ ４８５ ４８０，２００
３ 石狩 たらこ切子 １，０００ ３４６ ３４３，１００
４ 後志 鮭とば一番干し １，０００ ３３０ ３３０，０００
５ 渡島 いか森っ子めし２P ６０３ ５４５ ３２８，６３５

No. 振興局 品名 単価（円） 数量 金額（円）
１ 空知 特上ラム４００g ９２５ ５０２ ４９２，９６４
２ 十勝 ちほく高原ベーコン １，０００ ２１７ ２００，０００
３ 石狩 じゃが豚 ９４８ １８７ １７７，２７６
４ 空知 長沼ロースジンギスカン ７８０ １８１ １４１，１８０
５ 石狩 農家のベーコン １，１７０ ８５ １１０，４３０

No. 振興局 品名 単価（円） 数量 金額（円）
１ 空知 夕張メロン優２玉箱入 ５，２２２ １７８ ９２９，５１６
２ 空知 夕張メロン優１玉 ２，４８１ ３０３ ６７３，７８６
３ 空知 夕張メロン優１玉箱入 ２，７４０ ２１２ ５７７，３９２
４ 空知 夕張メロン良２玉箱入 ４，３３３ １１３ ４８９，６２９
５ 空知 夕張メロン良１玉 ２，０３７ ２９０ ４８２，５９１

No. 振興局 品名 単価（円） 数量 金額（円）
１ 胆振 カチョカバロピッコロ ６３０ ３０２ １９０，２６０
２ 渡島 トラピストバター １，１４２ １４６ １６６，７３２
３ 石狩 ソフトカツゲン １８０ ６５３ １１７，５４０
４ 後志 山中プレミアム発酵 １，３００ ７９ １０２，７００
５ 胆振 夢民舎のさけるチーズ ３５０ ２６９ ９４，１５０

No. 振興局 品名 単価（円） 数量 金額（円）
１ 石狩 ポテトチップチョコレートオリジナル ７２０ １，５５９ １，１２２，４８０
２ 十勝 マルセイバターサンド５個 ６０２ １，７７６ １，０６９，１５２
３ 十勝 マルセイバターサンド１０個 １，２０４ ８３４ １，００３，７３２
４ 十勝 三方六 プレーン ５８３ １，１２６ ６５５，７９２
５ 空知 夕張メロンピュアゼリー５個袋 ６００ ８７６ ５２５，６００

＜有楽町店＞ 東京都千代田区有楽町２丁目１０－１ 東京交通会館１階
＜資料出典＞ 北海道どさんこプラザ ホームページ

http : //www.dosanko-plaza.jp/support/index.html
＜問合せ先＞ 北海道経済部食関連産業室マーケティンググループ TEL：０１１‐２０４‐５７６６

北海道どさんこプラザマーケット情報 有楽町店 【平成２９年６月分】

（１）水産加工品 【１，４７１万円】

（２）畜産加工品 【２７８万円】

（３）農産品 【６２３万円】

（４）乳製品 【３０４万円】

（５）菓子類 【２，２４５万円】
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年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２５年度 １０１．３ １．７ ９８．９ ３．２ １０１．５ １．２ ９８．７ ２．９ ９９．０ △３．７ ９８．９ △１．２
２６年度 ９７．３ △３．９ ９８．４ △０．５ ９６．１ △５．３ ９７．５ △１．２ １０４．０ ５．１ １０４．９ ６．１
２７年度 r ９４．９ △２．５ r ９７．５ ０．９ r ９５．６ △０．５ r ９６．４ △１．１ r１００．７ △３．２ r１０６．１ １．１
２８年度 ９５．０ ０．１ ９８．６ １．１ p９４．２ △１．５ ９７．２ ０．８ ９８．０ △２．７ r１０１．９ △４．０

２８年４～６月 r ９３．７ ０．０ ９６．５ ０．３ r ９２．７ △１．０ ９５．３ ０．５ r１０２．９ △０．１ １１２．４ △１．６
７～９月 r ９５．０ １．４ ９８．０ １．６ r ９４．６ ２．０ ９６．３ １．０ r ９８．６ △４．２ r１０９．９ △２．２
１０～１２月 r ９５．４ ０．４ ９９．８ １．８ r ９４．８ ０．２ ９８．６ ２．４ r ９６．７ △１．９ r１０７．３ △２．４

２９年１～３月 r ９６．０ ０．６ １００．０ ０．２ r ９４．３ △０．５ ９８．５ △０．１ r１００．３ ３．７ r１０９．７ ２．２
４～６月 p９７．７ １．８ １０２．１ ２．１ p９８．６ ４．３ １００．０ １．５ p１００．９ ０．８ １１０．６ ０．８

２８年 ６月 r ９５．２ ３．３ ９７．０ １．５ r ９３．３ ２．３ ９５．７ １．１ r１０２．９ ０．０ １１２．４ △０．４
７月 r ９５．３ ０．１ ９７．０ ０．０ r ９４．２ １．０ ９６．０ ０．３ r１０２．２ △０．７ １１０．５ △１．７
８月 r ９４．３ △１．０ ９８．３ １．３ r ９３．６ △０．６ ９６．２ ０．２ r１００．８ △１．４ １１０．５ ０．０
９月 r ９５．３ １．１ ９８．６ ０．３ r ９５．９ ２．５ ９６．８ ０．６ r ９８．６ △２．２ １０９．９ △０．５
１０月 r ９４．４ △０．９ ９８．９ ０．３ r ９３．９ △２．１ ９７．９ １．１ r ９７．２ △１．４ １０８．５ △１．３
１１月 r ９６．０ １．７ ９９．９ １．０ r ９５．２ １．４ ９８．９ １．０ r ９５．８ △１．４ １０６．６ △１．８
１２月 r ９５．８ △０．２ １００．６ ０．７ r ９５．２ ０．０ ９８．９ ０．０ r ９６．７ ０．９ １０７．３ ０．７

２９年 １月 r ９４．６ △１．３ ９８．５ △２．１ r ９２．９ △２．４ ９７．８ △１．１ r ９９．６ ３．０ １０７．４ ０．１
２月 r ９６．８ ２．３ r１０１．７ ３．２ r ９５．３ ２．６ r ９９．２ １．４ r１００．４ ０．８ r１０８．１ ０．７
３月 ９６．５ △０．３ r ９９．８ △１．９ ９４．７ △０．６ r ９８．４ △０．８ １００．３ △０．１ r１０９．７ １．５
４月 r ９８．５ ２．１ r１０３．８ ４．０ r ９８．７ ４．２ r１０１．１ ２．７ １０１．７ １．４ r１１１．３ １．５
５月 r ９８．１ △０．４ １００．１ △３．６ ９８．９ ０．２ ９８．２ △２．９ １００．５ △１．２ １１１．３ ０．０
６月 p９６．６ △１．５ １０２．３ ２．２ p９８．２ △０．７ １００．７ ２．５ p１００．６ ０．１ １０９．１ △２．０

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

百貨店・スーパー販売額
百貨店・スーパー計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２５年度 ９７７，３５３ ２．９ ２０１，４３９ ２．４ ２１８，６０１ ３．３ ６８，９３０ ３．７ ７５８，７５２ ２．８ １３２，５０８ １．８
２６年度 ９６７，５６３△１．０ １９９，９５２△０．９ ２０９，５４７ △４．１ ６７，０２１ △２．８ ７５８，０１６ △０．１ １３２，９３１ ０．０
２７年度 ９６１，５５４ ３．３ r １９９，４００ ２．７ ２１０，１９０ ０．３ ６７，９２３ １．３ ７５１，３６５ ４．０ r １３１，４７７ ３．３
２８年度 r ９５３，９０７△０．８ r １９５，２６３△１．１ r ２０２，８５０ △３．５ r ６５，６１０ △３．４ r ７５１，０５８ １．６ r １２９，６５３ ０．０

２８年４～６月 ２２８，３０５ ０．６ r ４７，１２１△０．９ ４６，２９０ △３．６ １５，３２０ △４．５ １８２，０１５ １．７ r ３１，８０１ ０．９
７～９月 ２３３，７５９ １．４ r ４７，４６９△１．６ ５０，４８５ １．９ １５，３７８ △３．７ １８３，２７４ １．２ r ３２，０９１ △０．５
１０～１２月 ２５７，５３８ ０．０ r ５３，１２５△０．７ ５５，１０３ △７．６ １８，６６７ △３．４ ２０２，４３５ ２．２ r ３４，４５９ ０．８

２９年１～３月 r ２３４，３０５△０．２ r ４７，５４８△１．５ r ５０，９７２ △３．９ r １６，２４６ △２．２ r １８３，３３４ ０．９ r ３１，３０２ △１．１
４～６月 p２２９，５４０ ０．５ p ４７，１５４ ０．１ p ４４，９８９ △２．８ p １５，２５８ △０．４ p１８４，５５１ １．４ p ３１，８９９ ０．３

２８年 ６月 ７５，６２９ １．３ r １５，６７９△０．７ １５，６０６ △２．５ ５，１８３ △３．９ ６０，０２３ ２．３ r １０，４９６ ０．９
７月 ８１，２１９ ２．４ r １７，２１４ ０．９ １８，４０７ １．９ ６，１６５ △０．４ ６２，８１２ ２．６ r １１，０４９ １．７
８月 ７８，２６２△１．２ r １５，５４５△３．２ １５，２９０ △３．２ ４，５２９ △６．３ ６２，９７２ △０．６ r １１，０１６ △１．９
９月 ７４，２７９ ３．１ r １４，７１０△２．７ １６，７８８ ７．２ ４，６８４ △５．２ ５７，４９０ １．９ r １０，０２６ △１．４
１０月 ７８，０７４ １．６ r １５，９７０△０．６ １６，１１３ △７．２ ５，２４５ △４．６ ６１，９６２ ４．１ r １０，７２５ １．４
１１月 ７８，４２９ ０．４ １６，４７９△０．１ １６，４７９ △７．４ ５，７９６ △３．３ ６１，９４９ ２．６ １０，６８３ １．８
１２月 １０１，０３５△１．５ ２０，６７６△１．２ ２２，５１１ △７．９ ７，６２５ △２．６ ７８，５２４ ０．５ １３，０５１ △０．４

２９年 １月 ８１，３６１ ０．８ １６，７４３△１．０ １８，０８２ △２．４ ５，７４０ △２．２ ６３，２７９ １．７ １１，００３ △０．４
２月 ７２，５１１△０．５ １４，４９３△２．６ １５，２１９ △３．７ ４，７７４ △２．８ ５７，２９２ ０．３ ９，７１９ △２．６
３月 r ８０，４３３△０．７ r １６，３１２△０．９ r １７，６７１ △５．５ ５，７３２ △１．７ r ６２，７６３ ０．７ １０，５８０ △０．５
４月 r ７６，４７７ １．３ r １５，５８３ ０．８ r １４，７２９ △２．３ r ４，９９５ △０．４ r ６１，７４８ ２．２ r １０，５８８ １．３
５月 ７７，０９３△０．１ １５，８８１ △０．６ １５，００５ △３．８ ５，０６９ △１．１ ６２，０８８ ０．９ １０，８１１ △０．４
６月 p ７５，９７０ ０．５ p １５，６９０ ０．１ p １５，２５５ △２．２ ５，１９４ ０．２ p ６０，７１５ １．２ １０，５００ ０．０

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■百貨店・スーパー販売額の前年同月比は全店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ２５ ― ほくよう調査レポート ２０１７年９月号

ｏ．２５４（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０００～０００　主要経済指標　※項目増  2017.08.17 15.43.32  Page 25 



年月

専門量販店販売額
家電大型専門店 ドラッグストア ホームセンター

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２５年度 － － － － － － － － － － － －
２６年度 １３０，０３９ － ４１，７８１ － ２１０，７３８ － ４９，４２３ － １２８，５２２ － ３２，５１７ －
２７年度 １３６，８１６ ５．２ ４２，２８８ １．２ ２２９，８２０ ９．３ r ５４，７７６ ９．２ １３１，５８９ ２．４ r ３３，１５９ ２．０
２８年度 r １３６，９７８ ０．１ r ４１，９８４△０．７ r ２４２，７１４ ５．６ r ５７，６６５ ５．３ １２９，４９２ △１．６ r ３３，０４０ △０．４

２８年４～６月 ３０，１７６ ３．１ ９，６９７△０．１ ５８，６１２ ９．２ r １４，２９７ ６．８ ３６，６８３ △０．１ r ８，８１７ ０．８
７～９月 ３４，０３１△０．１ １０，７０４ △３．１ ６２，１１１ ５．２ r １４，５１１ ５．７ ３２，５４０ △０．５ r ８，１８５ △１．１
１０～１２月 ３６，０５１△２．５ １０，８８４△０．９ ６０，８５６ ４．１ r １４，７６３ ５．６ ３５，５２４ △３．５ r ８，７９３ △０．５

２９年１～３月 ３６，７２０ ０．６ １０，６９８ １．５ r ６１，１３５ ４．３ r １４，０９４ ３．０ ２４，７４５ △２．３ ７，２４５ △０．７
４～６月 p ３１，０２５ ２．８ p ９，８０９ １．２ p ６１，７７６ ５．４ p １５，１０６ ５．７ p ３６，７１９ ０．１ p ８，７８５ △０．４

２８年 ６月 ９，９６９ ３．４ ３，３３６ ２．６ ２０，３６１ ７．８ r ４，７９６ ５．６ １０，９９０ △２．３ r ２，７２０ ０．７
７月 １１，５８０ ３．４ ４，２０２ １．６ ２０，７１０ ５．８ r ５，０４５ ７．１ １１，５１１ △１．１ r ２，９３６ ３．７
８月 １１，５３５△５．４ ３，３８３△１１．１ ２１，３７３ ５．０ r ４，８９３ ４．７ １１，０９９ △１．２ r ２，７８１ △２．８
９月 １０，９１６ ２．２ ３，１１９ ０．３ ２０，０２８ ４．９ r ４，５７３ ５．３ ９，９３０ ０．９ r ２，４６８ △４．３
１０月 １０，９０６ ３．９ ３，１２４ ２．４ ２０，０７８ ４．８ r ４，７９２ ５．３ １１，１９３ △１．７ r ２，７３８ △０．４
１１月 １０，８０７△４．０ ３，２５２△３．１ １９，９７７ ４．１ r ４，６８９ ５．８ １１，１１８ △３．６ r ２，７３７ ０．８
１２月 １４，３３８△５．８ ４，５０７△１．５ ２０，８０１ ３．３ r ５，２８２ ５．７ １３，２１３ △４．８ r ３，３１８ △１．７

２９年 １月 １２，８６９△１．７ ３，７１６△０．６ ２１，７８４ ６．５ ４，７０４ ５．４ ８，５０４ △１．５ ２，４３３ ０．０
２月 ９，７８１△１．２ ２，９６０△１．０ ２０，６０１ ５．０ ４，５３７ １．３ ７，１００ △１．８ ２，１８９ △２．０
３月 １４，０７０ ４．１ ４，０２２ ５．４ r １８，７５０ １．２ r ４，８５３ ２．３ ９，１４１ △３．５ ２，６２３ △０．３
４月 r １０，９２０ ５．７ r ３，３１６ ５．７ r ２０，２９４ ５．６ r ４，９３３ ５．５ r １１，８０９ １．１ r ２，９６２ ０．４
５月 ９，９５２ ０．８ ３，２３６ ０．４ ２０，２００ ６．２ ５，１０４ ５．８ １３，６２５ △２．８ ３，１２５ △０．７
６月 p １０，１５３ １．８ p ３，２５７△２．４ p ２１，２８２ ４．５ p ５，０６９ ５．７ p １１，２８５ ２．７ p ２，６９８ △０．８

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■専門量販店販売額は平成２６年１月から調査を実施。 ■「r」は修正値。

年月

コンビニエンスストア販売額 消費支出（二人以上の世帯） 来道客数 外国人入国者数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 北海道

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 円 前 年 同
月比（％） 円 前 年 同

月比（％） 千人 前 年 同
月比（％） 千人 前 年 同

月比（％）
２５年度 ５１１，４７２ ２．６ １００，１７８ ５．０ ２５９，００５ △６．３ ２９３，４４８ ２．０ １２，２６８ ４．７ ６８２ ４１．３
２６年度 ５２８，４３４ ３．３ １０５，４４６ ５．３ ２５９，４６９ ０．２ ２８８，１８８ △１．８ １２，３０８ ０．３ ９３０ ３６．３
２７年度 ５４４，９６９ ３．１ １１１，２７９ ５．５ ２５５，０５８ △１．７ ２８５，５８８ △０．９ １２，８２３ ４．２ １，２４３ ３３．６
２８年度 ５５８，７４４ １．９ １１５，１８３ ３．４ ２６０，４０３ ２．１ ２８１，０３８ △１．６ １３，５０１ ５．３ １，３９４ １２．２

２８年４～６月 １３４，７８９ １．１ ２８，２２０ ３．６ ２４７，１９８ △１．４ ２８０，６００ △１．６ ３，２００ ８．８ ２５５ ８．４
７～９月 １４８，９２２ １．４ ３０，２６３ ３．７ ２４３，１０２ △２．３ ２７３，８４１ △２．９ ４，１１１ ５．５ ３６２ １１．５
１０～１２月 １４１，７２３ ２．８ ２９，３００ ３．９ ２８６，５７０ ５．９ ２９０，４３２ △０．３ ３，１８７ ２．６ ３５９ １６．７

２９年１～３月 １２９，６７０ ２．２ ２７，４００ ２．５ ２６４，７４２ ５．９ ２７９，２７８ △１．６ ２，９８８ ３．８ ４１９ １１．５
４～６月 p１３８，４２９ ２．７ p ２９，２１０ ３．５ ２５１，６１６ １．８ ２８２，５９６ ０．７ ３，２８８ ２．７ ３２３ ２６．８

２８年 ６月 ４５，３９２ １．０ ９，４３６ ３．８ ２４１，５０３ ０．２ ２６１，４５２ △２．７ １，１６７ ７．８ ９６ １８．５
７月 ５０，４４４ ０．０ １０，４１６ ３．８ ２４２，４３８ △０．３ ２７８，０６７ △０．９ １，３０３ ６．７ １４３ １０．０
８月 ５１，４１７ ２．１ １０，２９５ ３．４ ２４１，９９４ １．０ ２７６，３３８ △５．１ １，４７６ ５．１ １２２ ７．２
９月 ４７，０６１ ２．０ ９，５５２ ４．０ ２４４，８７４ △７．２ ２６７，１１９ △２．６ １，３３２ ４．８ ９７ ２０．２
１０月 ４８，２４８ ３．９ ９，８９３ ４．３ ２６６，５９８ ４．０ ２８１，９６１ △０．２ １，２１４ ５．２ １１５ １９．６
１１月 ４４，３５５ １．１ ９，３３２ ３．８ ２８０，６０４ ６．９ ２７０，８４８ △０．９ ９９９ ４．１ ９３ ２０．６
１２月 ４９，１２０ ３．３ １０，０７５ ３．７ ３１２，５０８ ６．７ ３１８，４８８ ０．１ ９７４ △２．０ １５２ １２．４

２９年 １月 ４３，７４５ ２．８ ９，１６０ ３．３ ２７８，４４０ １０．８ ２７９，２４９ △０．６ ９６１ ５．１ １６３ １７．２
２月 ４０，６６９ １．０ ８，５４２ ０．８ ２５１，８２２ ６．６ ２６０，６４４ △３．４ ９４４ １．１ １４８ ４．８
３月 ４５，２５６ ２．７ ９，６９８ ３．２ ２６３，９６４ ０．５ ２９７，９４２ △１．０ １，０８４ ５．０ r １０８ １３．０
４月 r ４４，２５３ ２．６ r ９，５１４ ３．３ ２６２，７２３ ２．６ ２９５，９２９ △０．９ ９４３ ０．８ r ９７ ２９．３
５月 ４７，３９３ ２．４ ９，９６５ ３．６ ２３２，２９２ △４．８ ２８３，０５６ ０．４ １，１５３ ５．０ r １１０ ３１．１
６月 p ４６，７８３ ３．１ p ９，７３１ ２．９ ２５９，８３４ ７．６ ２６８，８０２ ２．８ １，１９２ ２．１ p １１６ ２１．０

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 �北海道観光振興機構 法務省

■コンビニエンスストア販売額の前年同月比は全店
ベースによる。

■年度および四半期の数値は月平均
値。

■「p」は速報値。

主要経済指標（２）

― ２６ ―ほくよう調査レポート ２０１７年９月号
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年月

新設住宅着工戸数 民間非居住用建築物着工床面積 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 千㎡ 前 年 同
月比（％） 千㎡ 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

２５年度 ３４，９６７ △１．６ ９，８７３ １０．６ １，９１０ １６．０ ４７，８５９ ７．４ ９７，０３０ １１．５
２６年度 ３２，２２５ △７．８ ８，８０５ △１０．８ １，７６９ △７．４ ４５，０１３ △５．９ ９７，８０５ ０．８
２７年度 ３４，３２９ ６．５ ９，２０５ ４．６ １，７６２ △０．４ ４４，０９８ △２．０ １０１，８３８ ４．１
２８年度 ３７，５１５ ９．３ ９，７４１ ５．８ １，８０９ ２．７ ４５，２９９ ２．７ １０２，３１５ ０．５

２８年４～６月 １０，７０６ １３．３ ２，４７１ ４．９ ５８０ １５．３ １１，９７６ △０．４ ２３，９１３ △６．５
７～９月 １０，７０７ ４．６ ２，５３１ ７．１ ５８６ △５．８ １１，８１１ ４．１ ２６，１３０ ６．５
１０～１２月 １０，１２６ ９．７ ２，５０７ ７．９ ３９９ １４．７ １０，８０３ ２．７ ２３，７２５ ３．６

２９年１～３月 ５，９７６ １０．４ ２，２３３ ３．２ ２４４ △１５．６ １０，７０８ ４．９ ２８，５４６ △１．０
４～６月 １１，２０２ ４．６ ２，５００ １．２ ６５６ １３．１ １２，３９３ ３．５ ２３，６７３ △１．０

２８年 ６月 ３，４５６ ５．６ ８６０ △２．５ ２６５ ７３．４ ４，２１３ ９．１ ９，４３６ △０．９
７月 ３，３４３ △１．７ ８５２ ８．９ １７６ △２．７ ３，３４４ △１７．０ ７，８０４ ５．２
８月 ３，９３１ １３．９ ８２２ ２．５ １９８ △１１．７ ４，４５９ ２１．３ ７，３４４ １１．６
９月 ３，４３３ １．３ ８５６ １０．０ ２１２ △２．２ ４，００８ １０．１ １０，９８２ ４．３
１０月 ３，９９５ ２０．６ ８７２ １３．７ ２１０ ２４．６ ３，５１７ △５．６ ７，２６２ △５．６
１１月 ３，４９７ １０．８ ８５１ ６．７ ９７ △２．２ ３，８０２ １４．２ ７，３７８ １０．４
１２月 ２，６３４ △４．５ ７８４ ３．９ ９１ １４．８ ３，４８４ ０．６ ９，０８５ ６．７

２９年 １月 １，５３６ ２９．５ ７６５ １２．８ １０１ ７９．６ ３，６８３ ２０．４ ６，６９８ △８．２
２月 １，８２７ １５．８ ７０９ △２．６ ３７ △４０．２ ３，９０１ ９．７ ７，７７１ ５．６
３月 ２，６１３ △１．４ ７５９ ０．２ １０６ △３７．９ ３，１２３ △１３．０ １４，０７７ △０．７
４月 ４，３４１ ２１．７ ８４０ １．９ １７３ ２６．６ ３，９７５ ２１．２ ７，９２９ ２．７
５月 ３，４４９ △６．４ ７８５ △０．３ ２２９ ２８．０ ４，０３７ △１０．０ ６，７９７ ０．６
６月 ３，４１２ △１．３ ８７５ １．７ ２５５ △４．０ ４，３８１ ４．０ ８，９４７ △５．２

資料 国土交通省 国土交通省 内閣府

■「r」は修正値。 ■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
２５年度 １９８，９８１ １２．５ ５５，５４１ １３．０ ６９，６１５ １．６ ７３，８２５ ２４．８ ４，８３６，７４６ ９．０
２６年度 １７９，４０３ △９．８ ５０，９４０ △８．３ ６０，３５９ △１３．３ ６８，１０４ △７．７ ４，４５３，５０９ △７．９
２７年度 １６８，７０８ △６．０ ５５，１６１ ８．３ ５９，３９０ △１．６ ５４，１５７ △２０．５ ４，１１５，４３６ △７．６
２８年度 １７６，０１８ ４．３ ６０，８９９ １０．４ ６２，４７４ ５．２ ５２，６４５ △２．８ ４，２４３，３９３ ３．１

２８年４～６月 ４２，６０２ ０．７ １４，９０２ １８．９ １６，０３０ △３．８ １１，６７０ △１０．９ ８８９，０７９ △２．１
７～９月 ４４，３６４ ２．４ １５，２４７ １１．２ １５，７８３ △３．８ １３，３３４ １．０ １，０２４，４４１ △０．３
１０～１２月 ３７，５３６ ７．１ １２，３７８ １０．８ １３，２８２ １１．４ １１，８７６ △０．５ ９８９，３６２ ５．６

２９年１～３月 ５１，５１６ ７．２ １８，３７２ ３．５ １７，３７９ ２０．７ １５，７６５ △１．０ １，３４０，５１１ ７．８
４～６月 ４９，１９４ １５．５ １６，６０３ １１．４ １８，４５１ １５．１ １４，１４０ ２１．２ １，００６，１２３ １３．２

２８年 ６月 １６，７６０ △０．２ ６，２９９ ２８．９ ６，３８５ △５．５ ４，０７６ △２１．０ ３４４，３２４ △５．６
７月 １６，３１８ △２．４ ５，３９７ ２．４ ６，５４０ △９．０ ４，３８１ ３．０ ３４８，１６２ △２．２
８月 １２，２５３ ９．９ ４，１９６ １９．７ ４，５１２ ９．５ ３，５４５ ０．７ ２７９，３７４ ２．９
９月 １５，７９３ ２．２ ５，６５４ １４．７ ４，７３１ △７．３ ５，４０８ △０．３ ３９６，９０５ △０．７
１０月 １２，４１４ １．１ ４，２４３ １６．２ ４，１５３ △６．３ ４，０１８ △４．３ ３１４，７０５ △０．２
１１月 １３，２７５ １１．４ ４，０９９ １５．２ ４，９７３ １９．３ ４，２０３ ０．２ ３４１，８３３ ８．８
１２月 １１，８４７ ９．４ ４，０３６ １．８ ４，１５６ ２５．１ ３，６５５ ３．２ ３３２，８２４ ８．１

２９年 １月 １２，２８４ ５．１ ４，１９９ △７．３ ４，２４６ ２７．２ ３，８３９ ０．６ ３４３，４２４ ４．４
２月 １４，１５１ ５．８ ４，９７５ ３．３ ４，５３６ １７．９ ４，６４０ △１．５ ４１３，３１６ ８．２
３月 ２５，０８１ ９．０ ９，１９８ ９．５ ８，５９７ １９．２ ７，２８６ △１．５ ５８３，７７１ ９．６
４月 １５，３２６ １２．７ ５，３４０ ２１．８ ５，７１７ ６．０ ４，２６９ １１．９ ２９７，２８４ １０．４
５月 １４，５６９ １８．９ ４，７９８ １３．８ ５，２２６ ２２．９ ４，５４５ ２０．３ ３１２，３９０ １３．４
６月 １９，２９９ １５．１ ６，４６５ ２．６ ７，５０８ １７．６ ５，３２６ ３０．７ ３９６，４４９ １５．１

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（３）

― ２７ ― ほくよう調査レポート ２０１７年９月号
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年月

公共工事請負金額 有効求人倍率 新規求人数（常用） 完全失業率（常用）
北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
倍
原数値 人 前 年 同

月比（％） 人 前 年 同
月比（％）

％
原数値

２５年度 ９４７，７８５ ２２．１ １４５，７１１ １７．７ ０．７４ ０．８７ ２８，４６４ １４．１ ７１０，１４６ ７．２ ４．５ ３．９
２６年度 ８７５，３７０ △７．６ １４５，２２２ △０．３ ０．８６ １．００ ２９，９１３ ５．１ ７３８，８１１ ４．０ ３．９ ３．５
２７年度 ７７０，８１１ △１１．９ １３９，６７８ △３．８ ０．９６ １．１１ ３１，１８１ ４．２ ７６９，３８７ ４．１ ３．５ ３．３
２８年度 ８７７，６５３ １３．９ １４５，３９５ ４．１ １．０４ １．２５ ３１，９６６ ２．５ ８１１，１９０ ５．４ ３．６ ３．０

２８年４～６月 ４００，５７６ １０．５ ４７，０３２ ４．０ ０．９５ １．１２ ３２，２４１ ２．１ ７８２，６８６ ６．２ ３．４ ３．３
７～９月 ２２０，１５６ ２．１ ４０，８０７ ６．８ １．０７ １．２２ ３２，６６９ ３．５ ８０５，３７３ ５．９ ３．９ ３．１
１０～１２月 ８０，２８２ △１７．０ ２８，００７ △４．５ １．０９ １．３２ ２９，２５３ １．６ ７７８，９７７ ４．７ ３．３ ２．９

２９年１～３月 １７６，６３７ ８４．０ ２９，５４９ ９．９ １．０５ １．３５ ３３，７０２ ２．９ ８７７，７２６ ５．０ ３．８ ２．９
４～６月 ４３９，２２２ ９．６ ４８，２５１ ２．６ １．０２ １．２４ ３２，３３７ ０．３ ８２６，１３７ ５．６ ３．４ ３．０

２８年 ６月 １１１，８２８ ３．３ １５，２７８ △１．８ ０．９９ １．１４ ３１，８７６ １．８ ７９７，７８０ ５．５ ↓ ３．１
７月 ９６，９８８ １．６ １３，６１８ △６．９ １．０５ １．１８ ３３，４５０ △１．３ ７９４，４２６ △０．５ ↑ ３．０
８月 ６９，０９６ １２．７ １２，４７３ １２．０ １．０７ １．２２ ３１，４６０ ４．１ ７８８，８３３ ９．６ ３．９ ３．２
９月 ５４，０７１ △８．１ １４，７１６ １８．１ １．１０ １．２６ ３３，０９６ ８．０ ８３２，８６１ ９．１ ↓ ３．０
１０月 ４２，１８９ △９．３ １１，２７３ △１０．０ １．０９ １．２８ ３２，８６４ △２．６ ８４０，９５３ △０．３ ↑ ２．９
１１月 ２０，７５９ △３９．４ ８，２２０ △５．７ １．１０ １．３１ ２９，１６１ ５．７ ７７４，９４５ ７．９ ３．３ ３．０
１２月 １７，３３２ ８．８ ８，５１４ ５．３ １．０９ １．３６ ２５，７３４ ２．９ ７２１，０３２ ７．６ ↓ ２．９

２９年 １月 １０，９１６ ８７．３ ６，９９７ ７．１ １．０６ １．３６ ３２，０４２ ０．４ ８７９，３６８ ３．９ ↑ ３．０
２月 ２０，２４１ ２１０．０ ７，６９３ １０．４ １．０６ １．３７ ３４，２４２ ３．２ ８８９，９６５ ５．５ ３．８ ２．８
３月 １４５，４７９ ７４．０ １４，８５９ １０．９ １．０５ １．３４ ３４，８２２ ４．９ ８６３，８４４ ５．５ ↓ ２．８
４月 １４６，７１９ △３．５ ２０，６４６ １．７ １．００ １．２４ ３３，１９４ △３．１ ８２６，７０６ ３．３ ↑ r ２．９
５月 １５５，５６６ １３．８ １２，４２１ ８．５ １．０１ １．２２ ３１，７１９ ３．７ ８０３，６３６ ７．２ ３．４ ３．１
６月 １３６，９３７ ２２．５ １５，１８５ △０．６ １．０４ １．２６ ３２，０９７ ０．７ ８４８，０７０ ６．３ ↓ ２．８

資料 北海道建設業信用保証�ほか２社 厚生労働省
北海道労働局

厚生労働省
北海道労働局 総務省

■年度および四半期
の数値は月平均値。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。■年度の数値は四
半期の平均値。

年月

消費者物価指数（生鮮食品除く総合） 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上） 円相場

（東京市場）
日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

２７年＝１００ 前 年 同
月比（％）２７年＝１００

前 年 同
月比（％） 件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２５年度 ９７．５ １．２ ９７．２ ０．８ ３３３ △２２．９ １０，５３６ △１０．１ １００．２３ １４，８２８
２６年度 １００．４ ３．０ １００．０ ２．８ ２９１ △１２．６ ９，５４３ △９．４ １０９．９２ １９，２０７
２７年度 ９９．８ △０．５ １００．０ ０．０ ２６５ △８．９ ８，６８４ △９．０ １２０．１３ １６，７５９
２８年度 ９９．６ △０．２ ９９．７ △０．２ ２７９ ５．３ ８，３８１ △３．５ １０８．３７ １８，９０９

２８年４～６月 ９９．４ △０．８ ９９．８ △０．４ ６３ ３．３ ２，１２９ △７．３ １０８．１７ １５，５７６
７～９月 ９９．４ △０．９ ９９．６ △０．５ ７４ △３．９ ２，０８７ △０．２ １０２．４０ １６，４５０
１０～１２月 ９９．７ △０．４ ９９．８ △０．３ ６３ ６．８ ２，０８６ △３．１ １０９．３２ １９，１１４

２９年１～３月 ９９．８ １．０ ９９．６ ０．２ ７９ １６．２ ２，０７９ △３．０ １１３．６０ １８，９０９
４～６月 １００．４ １．０ １００．２ ０．４ ７４ １７．５ ２，１８８ ２．８ １１１．０６ ２０，０３３

２８年 ６月 ９９．５ △０．７ ９９．８ △０．４ ２２ ４．８ ７６３ △７．４ １０５．４９ １５，５７６
７月 ９９．３ △１．０ ９９．６ △０．５ ３０ ３．４ ７１２ △９．５ １０３．９０ １６，５６９
８月 ９９．３ △１．０ ９９．６ △０．５ ２２ △１５．４ ７２６ １４．９ １０１．２７ １６，８８７
９月 ９９．５ △０．７ ９９．６ △０．５ ２２ ０．０ ６４９ △３．６ １０２．０４ １６，４５０
１０月 ９９．６ △０．６ ９９．８ △０．４ ２２ ０．０ ６８３ △８．０ １０３．８２ １７，４２５
１１月 ９９．７ △０．５ ９９．８ △０．４ ２１ ４０．０ ６９３ △２．５ １０８．１８ １８，３０８
１２月 ９９．９ ０．１ ９９．８ △０．２ ２０ △９．１ ７１０ １．６ １１５．９５ １９，１１４

２９年 １月 ９９．７ ０．９ ９９．６ ０．１ １７ △１０．５ ６０５ △１０．４ １１４．７３ １９，０４１
２月 ９９．７ １．１ ９９．６ ０．２ ２６ １８．２ ６８８ △４．８ １１３．０６ １９，１１９
３月 ９９．９ １．１ ９９．８ ０．２ ３６ ３３．３ ７８６ ５．４ １１３．０１ １８，９０９
４月 １００．３ １．１ １００．１ ０．３ ２２ △４．３ ６８０ △２．２ １１０．０６ １９，１９７
５月 １００．４ １．１ １００．３ ０．４ ２９ ６１．１ ８０２ １９．５ １１２．２１ １９，６５１
６月 １００．６ １．１ １００．２ ０．４ ２３ ４．５ ７０６ △７．５ １１０．９１ ２０，０３３

資料 総務省 �東京商工リサーチ 日本銀行 日本経済新聞社

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

主要経済指標（４）

― ２８ ―ほくよう調査レポート ２０１７年９月号
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年月

通関実績
輸出 輸入

北海道 全国 北海道 全国

百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２５年度 ４７１，８５１ １７．５ ７０８，５６５ １０．８ １，９１４，９７９ １２．７ ８４６，１２９ １７．４
２６年度 ４６８，５１６ △０．７ ７４６，６７０ ５．４ １，３４９，５００ △２９．５ ８３７，９４８ △１．０
２７年度 ４７７，１７４ １．８ ７４１，１５１ △０．７ r１，１３２，８３４ △１６．１ r ７５２，２０４ △１０．２
２８年度 ３７５，８１３ △２１．２ ７１５，２５３ △３．５ r ９８３，２４０ △１３．２ r ６７５，２５３ △１０．２

２８年４～６月 ９３，７２７ △１８．２ １７０，０６８ △９．５ １９４，９４５ △３４．５ １５５，５６４ △１８．７
７～９月 ８７，２４１ △３５．８ １７０，１３８ △１０．２ ２０８，３８５ △３０．４ １６０，５７３ △１９．３
１０～１２月 ９０，４５３ △２８．９ １８５，０５６ △１．９ ２５５，５６３ △１１．６ １７２，４２０ △９．３

２９年１～３月 １０４，３９１ ４．９ １８９，９９１ ８．５ ３２４，３４６ ３１．５ １８６，６９６ ８．６
４～６月 ９１，２９５ △２．６ １８７，８９０ １０．５ ２８４，８９２ ４６．１ １８０，７６５ １６．２

２８年 ６月 ３１，１６２ △１７．２ ６０，２５３ △７．４ ５９，１７４ △３６．８ ５３，３８９ △１８．７
７月 ２８，７４３ △４６．４ ５７，２８４ △１４．０ ６０，１３８ △４４．２ ５２，２３９ △２４．６
８月 ２６，２２５ △３８．１ ５３，１６４ △９．６ ７０，０７５ △３０．１ ５３，５１０ △１７．０
９月 ３２，２７３ △１９．０ ５９，６８９ △６．９ ７８，１７３ △１４．６ ５４，８２４ △１６．１
１０月 ２６，２８７ △４２．２ ５８，７０２ △１０．３ ６７，２８１ △２６．２ ５３，８９１ △１６．３
１１月 ２５，７３１ △３３．９ ５９，５６４ △０．４ ８７，２２８ △４．１ ５８，０９９ △８．７
１２月 ３８，４３５ △１０．２ ６６，７８９ ５．４ １０１，０５４ △５．６ ６０，４３０ △２．５

２９年 １月 ２６，４２６ △２０．９ ５４，２２０ １．３ r １１６，２８６ ３５．５ r ６５，１３９ ８．４
２月 ３３，８０４ ９．１ ６３，４７５ １１．３ r １１０，７９３ ４６．８ r ５５，３６４ １．２
３月 ４４，１６１ ２５．５ ７２，２９６ １２．０ r ９７，２６７ １４．１ r ６６，１９３ １５．９
４月 ３４，７８７ ２．１ r ６３，２９４ ７．５ r ９７，１９０ ４９．５ r ５８，５０３ １５．２
５月 ２６，６４３ △６．５ r ５８，５１２ １４．９ r １０５，９１０ ４９．６ r ６０，５７６ １７．９
６月 ２９，８６５ △４．２ ６６，０８４ ９．７ p ８１，７９２ ３８．２ p ６１，６８６ １５．５

資料 財務省、函館税関

■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

預貸金（国内銀行）
預金 貸出

北海道 全国 北海道 全国

億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２５年度 １４５，７５３ １．２ ６，５０８，８６８ ３．３ ９５，００５ １．７ ４，３７３，６２２ ２．５
２６年度 １４９，３７７ ２．５ ６，７３７，４４８ ３．５ ９４，８２７ △０．２ ４，５１９，４３７ ３．３
２７年度 １５１，５４５ １．５ ７，０１５，１０９ ４．１ ９７，１５２ ２．５ ４，６４５，６０９ ２．８
２８年度 １５６，５９２ ３．３ ７，４５２，９４９ ６．２ ９８，９２８ １．８ ４，７６９，９６１ ２．７

２８年４～６月 １５１，７７５ １．３ ７，１２４，０１２ ５．４ ９６，０３３ ２．１ ４，６０７，９９４ ２．４
７～９月 １５１，６８７ ２．７ ７，１４７，８１５ ６．０ ９７，１６３ ２．６ ４，６５９，２５１ ２．２
１０～１２月 １５３，７８０ ３．１ ７，３０２，３６８ ８．１ ９８，９０７ ２．６ ４，７３９，５７３ ２．７

２９年１～３月 １５６，５９２ ３．３ ７，４５２，９４９ ６．２ ９９，３８２ ２．３ ４，７８４，９４２ ３．０
４～６月 １５６，６１５ ３．２ ７，４７７，４８５ ５．０ ９８，９２８ ３．０ ４，７６９，９６１ ３．５

２８年 ６月 １５１，７７５ １．３ ７，１２４，０１２ ５．４ ９６，０３３ ２．１ ４，６０７，９９４ ２．４
７月 １４９，７４８ １．４ ７，０８４，７３４ ５．６ ９６，５７３ ２．３ ４，６１２，５７９ ２．３
８月 １５０，３５４ １．４ ７，０９９，７５０ ５．９ ９６，３６５ １．９ ４，６１３，２５０ ２．２
９月 １５１，６８７ ２．７ ７，１４７，８１５ ６．０ ９７，１６３ ２．６ ４，６５９，２５１ ２．２
１０月 １５０，８７２ ２．２ ７，１８２，１９１ ７．１ ９７，１３７ ２．２ ４，６４６，２９３ ２．４
１１月 １５２，０４１ ３．０ ７，２５２，３９４ ７．１ ９８，３５７ ２．９ ４，６８１，２３３ ２．６
１２月 １５３，７８０ ３．１ ７，３０２，３６８ ８．１ ９８，９０７ ２．６ ４，７３９，５７３ ２．７

２９年 １月 １５１，７７９ ２．５ ７，３２３，４１６ ８．６ ９８，７６５ ２．５ ４，７２９，３６８ ２．８
２月 １５２，７８０ ３．５ ７，３２４，５７０ ７．０ ９９，０３２ ３．０ ４，７３５，２０６ ３．２
３月 １５６，５９２ ３．３ ７，４５２，９４９ ６．２ ９９，３８２ ２．３ ４，７８４，９４２ ３．０
４月 １５６，３９３ ３．４ ７，５１８，４９１ ５．６ ９８，６９６ ２．５ ４，７５７，２８７ ３．３
５月 １５７，２６９ ３．５ ７，５２５，７８５ ５．６ ９８，６７６ ２．５ ４，７５４，７０７ ３．３
６月 １５６，６１５ ３．２ ７，４７７，４８５ ５．０ ９８，９２８ ３．０ ４，７６９，９６１ ３．５

資料 日本銀行

主要経済指標（５）主要経済指標（５）

― ２９ ― ほくよう調査レポート ２０１７年９月号
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●道内経済の動き

●道内景気と賃金の動向について

●経済コラム 北斗星
反グローバリズムと外国人労働者の受入

●【地方創生】北海道の空き家問題を考える

●「北洋銀行ものづくりテクノフェア２０１７」
開催報告
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